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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事録） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成27年10月２日（金）16:44～17:06 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 アジア成長研究所所長 

         大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 阿曽沼 元博 医療法人社団滉志会瀬田クリニックグループ代表 

委員 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

＜関係省庁＞ 

佐藤 守孝 厚生労働省老健局高齢者支援課長 

安濟  崇 厚生労働省老健局高齢者支援課長補佐 

東  祐二 厚生労働省老健局高齢者支援課福祉用具・住宅改修指導官 

＜事務局＞ 

塩見 英之 内閣府地方創生推進室参事官 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 介護施設へのロボット導入に係る基準の特例について 

３ 閉会 

 

 

○塩見参事官 それでは、大変お待たせして申しわけございませんでした。 

 続きまして、介護施設にロボットを導入する場合の基準の特例というテーマで御議論を

お願いしたいと思います。 

○原委員 よろしくお願いします。 

○佐藤課長 厚生労働省でございます。お世話になります。 

 北九州市からの御要望でございまして、これはアシストツールの介護現場導入を進める

ための実証実験を、新たな施設運営基準に基づいてやっていきたいという提案でございま

す。 

 具体的には、指定介護老人福祉施設というのは特別養護老人ホームのことでございまし

て、特別養護老人ホームのサービスに従事する従業者の数、それから、要介護サービスの

適切な利用、処遇などについて「厚生労働省令で定める基準に従い条例で定める」とされ
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ているところを、「従い」ではなくて「参酌」にしていただきたいという御提案でござい

ます。 

 今の仕組みをお手元にお配りをさせていただきました。こちらのA4のものでございます。 

 特別養護老人ホームを介護保険法上は介護老人福祉施設と呼ばせていただいております

けれども、特養の施設基準といたしましては、厚生労働省令におきまして、人員基準、設

備の基準、その他のさまざまな運営に関する基準というものを定めております。 

 これらの基準につきましては、もともと省令で定めた基準に一律に従って、全て全国統

一でやってきていただいておりましたけれども、地方分権の議論の中で、高齢者の生活の

一定の質の確保のための方策であるということを前提としつつ、公共団体が創意工夫によ

り取り組みができるように、平成23年度から施行されておりますけれども、これまで全国

一律の最低基準であったというところを見直したところでございます。 

 現在はどうなっているかといいますと、２つに分かれておりまして、お手元の資料のう

ち、大前提として、制度設計上、施設基準等については、全てまずは新たに条例に委任す

るということといたしまして、条例でお決めいただくということになっております。 

 その条例の決め方として２つに分かれておりまして、最低水準は、下線部が引いており

ますような人員基準のところと設備基準のうち拠出の面積の部分、基本的にはそこだけで

ございます。あと下に事故発生の防止・対応というものがございますけれども、そういっ

たところは条例でこのとおりに定めてくださいと省令に書いてございます。 

 下線が引いていないところは、これは分権の議論を踏まえて参酌して決めてくださいと

言っていまして、公共団体は自由に決められる。自由というのも、参酌していただくもの

はこれと全く趣旨が異なるものを決めていただくわけにはいきませんけれども、基本的に

は裁量をもって決めていただけるということでございます。 

 なぜここで分けたかといいますと、１つは、先ほど申し上げましたように、介護サービ

スについて、全国どこのサービス提供場所においても最低限の処遇と生活の質を確保され

なければいけないという最低ラインの考え方から、サービス提供側の人について、介護職

員、例えば、一番上でございますけれども、入所者の数が３に対して１人以上ということ

がございますし、看護職員の数もこのように決まっております。最低１人以上、あとは人

数に応じてふえていくということでございます。医師についても必要な数ということであ

りますし、その他、生活相談員、栄養士、介護支援専門員などについても、決まっており

ます。こういった体制でもって、専門的な職種が連携をして、施設に入所されている方々

の介護状態あるいは健康状態をさまざまな形でサポートするものでございます。 

 設備のほうは、これは入所者１人当たりの床面積が10.65m2とございますけれども、これ

は、当然のことながら、基本的には生活の場であるという考え方から、そこの部分だけは、

当時の議論で、居住性を確保するとともに個人のプライバシーが守られる程度の広さとい

うことで決めさせていただいたという経緯がございます。 

 今回、御提案の中身が、冒頭に申し上げましたように、人員基準あるいは適切な処遇等
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についてと書いてございましたので、詳細なこの中身が必ずしもピンポイントでわからな

い部分はございますけれども、ロボットの活用による新たな施設運営基準に基づく社会実

験をやりたいということでございますけれども、申し上げましたように、ある意味、これ

は介護サービスの根幹の最低ラインの部分であります。 

 北九州市の御提案の趣旨が、最低ラインを実験のために緩和してほしいとも読めますの

で、正直、そこは私どもとしては極めて難しいと考えています。 

 仮に、特区ということに限り、従うべき基準のほう、下線部の基準のほうを参酌基準に

するとした場合には、２つありまして、１つは全国一律で確保されるべき最低限のサービ

ス水準を担保できなくなるという懸念がございます。 

 もう一点は、これは裏腹でございますけれども、介護報酬が全国一律で設定されている

わけでございますが、一方で、各自治体に提供される最低限のサービス水準がばらばらに

なる懸念がございまして、ある意味、基準を下回るようなサービスが行われた場合でも、

介護保険料の負担は40歳以上65歳未満であれば２号保険料、あるいは国費も一部入ってご

ざいますので、公費負担による普遍的な財源から給料が行われることとなってしまいます

ので、この部分は極めて公平性に欠け、適正性がないと考えてございます。 

 一方で、参酌基準のほうに該当するものであれば、現時点でも各公共団体において趣旨

を踏まえつつ運用を柔軟に対応していただくということが可能となっておりますので、実

験を行うためにこういった最低基準を緩和するということであれば、そこは極めて困難で

あると考えております。 

 一方で、介護現場のサービスの効率性あるいはその効果的な提供ということは極めて大

事な課題でございますし、介護ロボットが普及していくことによってより現場がよくなる

のであれば、これは極めて大事な取り組みでございますので、そういった意味では、ちょ

っと前のこまで議論がございましたけれども、いろいろな常時の開発段階における取り組

みは支援させていただき、現場の利用者サイドの声ですとかニーズもしっかり伝えていく

ということはやらせていただいております。 

 以上でございます。 

○原委員 ありがとうございます。 

 北九州市さんの提案は、要するに、この介護ロボットを導入しようとしたときに、そこ

には当然お金がかかるわけで、一方で人員はそのまま減らすことができませんということ

になると、これはお金だけかかってしまってなかなか難しいですという趣旨の御提案だと

理解しているのです。 

 これは北九州市さんに限らず、ロボット介護というものをこれから導入しようとしてい

くときに、当然そこの問題は出てくる。結局、人の面でもそのほかの設備面でも軽減する

ことができませんということだと、なかなかロボット介護の導入が進まないということに

なると思うのですが、そこはどうお考えになっていらっしゃいますか。 

○佐藤課長 これは前のこまと若干重複するのでございますけれども、基本的には、介護
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サービスの所管の立場からいたしますと、ロボットを用いることによって介護サービスの

質がよくなるとか、そういったことであれば望ましいわけでございますけれども、やり方

そのものは特に決めはないのでございます。 

 守っていただきたい最低ラインが、全国統一の基準として、今、この下線の部分でござ

いますものですから、それを守っていただく限りにおいては、ロボットの導入については

やっていただいていい。 

 ただ、それでお金がかかるということについては、お金をかけてもそのロボットの性能

が高くていいサービスが提供できるという判断を介護サービス提供事業者の施設がされた

場合には、そこはそういうふうになっていくだろうと思いますけれども、現時点で当該ロ

ボットの導入ということは極めて大事な課題でございますけれども、それを導入するため

に全国統一の最低基準を緩和するという話は、私どもとしては、受け付けることは難しい、

できないと思っております。 

○原委員 入所者の数が３人に対して介護職員の方が１人以上なのですか。これは、従来

型の介護、人力でやることを前提にしたときにこういう数字を根拠があってはじき出され

ていたということなのですね。 

○佐藤課長 そこは従来型の介護が何かというのはありますけれども。 

○原委員 だから、ロボットを導入しない前提です。 

○佐藤課長 ある意味、実態としてはそういう部分があると思います。決められた時期に

おける介護現場の状況ですから。 

○原委員 少なくとも論理的にロボットを導入することによってより効率的なより質の高

いサービスを提供していける可能性があるとすれば、この人数はもっと少なくていいこと

にはなるのですか。 

○佐藤課長 論理的にと言われれば、そうかもしれません。 

 ただ、およそ今の介護現場の実態としては、前にロボット以外のいろいろな福祉用具と

いいますか、手助けされるようなものは普及してきておりますけれども、ちょっとまだそ

ういう時期にないと思っております。 

○原委員 それはまだ技術的に確立されていないからなのですか。どういう御認識で、ど

れくらいのタイミングになったらこの人員基準の見直しということに入られるのかどうか。 

○事務局 ロボットによる人に対するカバー率という考え方があるかと思いますが。 

○佐藤課長 人が行っている対人サービスについて、ロボットにそのサービスの全てがそ

もそも代替できるかという話があると思っていまして、いつになったらその検討に入るの

かという議論そのものが、今、私どもとしてはまだそういう段階にないと思っています。 

 ただ、一方で、単純にこの数だけの話ではなくて、例えば、この４月から、特別養護老

人ホームについては、要介護度３以上の方の新規入所者に重点化したものでございます。

まさに高齢化が進み、介護需要もふえていく中で、この特養の役割もどんどん変わって来

ざるを得ないという現実がございます。 
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 そういった中で、１つは役割が変化していくことに対応していくという意味での基準の

あり方というのは先生の御指摘のとおりだと思っておりますし、もう一個は、利用者像は

一人一人で状態が違うということがございまして、その一人一人の利用者の状態像の違い

にどこまで適切に対応できるかという観点ですとか、いろいろな観点がありますので、現

時点、私ども厚労省として、ロボットが人にとってかわるということを、この基準の世界

において議論するということは、なかなかまだできないと思っています。 

 ただ、現場はいろいろとありまして、今、３対１の基準を守っていただくことが最低な

ので、全部守っていただいているのですが、現場はぎりぎりのところでやっていただいて

いる施設もあれば、多少余裕を持ってやっていただいているところもありますので、施設

の経営という観点からしますと、多少人員配置に余裕を持ってやっているところで、意欲

的に、ロボットを使いながらやりくりしていけないかというトライをされているところは

恐らくありますし、先生もおっしゃるように、これからも出ていけるのかなとは思ってお

ります。 

○原委員 ロボットで完全に人に代替するような機能のものはまだないという御認識かも

しれないですけれども、一方で、いろいろな技術が導入されて、既に相当効率化できる部

分も、過去数年の間で出てきているのだろうと思うのですけれども、その中で、３対１基

準というものがちょっときつ過ぎるのではないかとか、そういう議論はないのでしょうか。

あるいは、現状でどれくらいのところがぎりぎりでされているのか、もっと余裕を持って

されているというところはどれくらいあるのかということは認識されているのでしょうか。 

○佐藤課長 私どもも、この議論がございましたので、可能な範囲で周りのものを見てみ

たところ、現在、26年度の調査ですと、ここの介護職員または看護職員という職員の配置

ですけれども、ルール上は最低ラインが３対１なのですけれども、大体２対１ないし２点

何対１というくらいの調査で、調査も悉皆でどこまでやれているか、あるいは、調査手法

もありますけれども、そういうことはございます。 

 ただ、これは、ある意味、それぞれの入所者の方の要介護度の重さによっても違いまし

て、あくまで最低基準として守っていただきたいのは３対１なものですから、施設の運営

サイドからすると、要介護５の方が多い特養においては、なかなか人員配置上はもう少し

手厚くせざるを得ない。いろいろなそれぞれの施設なりの実態があると認識しております。 

○原委員 そうすると、多くのところはそんなにぎりぎりではなくて、ルール上はもう少

し減らす余地があるくらいでされているのですか。 

○佐藤課長 ちょっとこれも個別性が高いものですから、一概に言えないと考えておりま

す。 

○原委員 もし事務局で把握されていたらでいいのですけれども、北九州市さんの提案は、

具体的にどこの部分がひっかかってロボット介護の導入がしづらいというお話だったかと

いうことはありましたでしょうか。 

○塩見参事官 ちょっと確認してみます。 
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○原委員 そこはこちらももう少し確認をしてみたほうがいいのかもしれませんが、いず

れにしても、仮に何らかの制約があって介護ロボットの導入というものが進まないという

ことであるとすれば、実験的にという言葉の使い方は余りお好きではないかもしれないで

すけれども、例えば、必要な人員数を減らして、そのかわり代替措置としてよりきっちり

と頻繁に監視をするような仕組みを導入して、もし問題があるとなればすぐにもとに戻し

ましょうというルール設定をするとか、そういった余地はいろいろとあり得るのではない

かと思いますが、そういった御検討は。 

○佐藤課長 もし具体の御要望の中身を、私どもに承知させていただくこと、把握させて

いただくことができれば、まさにその中身に応じて御相談申し上げたいという、その基本

的な考え方はございます。 

 申し上げましたように、介護ロボット導入によって利用者の利便に資するあるいは介護

政策上有効であるということであれば、当然それは応じたいと思っておりますけれども、

ただ、その手法として、繰り返しになって大変申しわけないのですけれども、守っていた

だきたい最低の基準、これは全国統一のものだという中で、そこの部分にどうしても抵触

するということであったとしても、このルールをいきなり変えるということの議論の前に、

いろいろとある意味で御支援申し上げられることがあるのではないかと考えております。 

 申し上げたように、介護保険法と介護報酬全体の負担との関係もありますので、ここだ

け特別に、あるところだけを特別に最低ラインを下げてもいいということにはならないの

ではないかと考えております。ただ、支援はいろいろな形でさせていただくことはできる

のではないかと思っております。 

 いずれにしても、個別の中身をもし御相談させていただけるのであれば、またお聞きし

た上で、どのような対応をさせていただけるのかということは考えていきたいと思います。 

○原委員 先生方、いかがでしょうか。 

○阿曽沼委員 皆さんは、きっと知らないかもしれませんけれども、何十年か前に産総研

の中野先生がナースコングという看護支援ロボットの開発をしておられました。まだ介護

保険ができるずっと前のはなしですが、そのときから常勤換算の方法をどうすべきか等の

議論があったのです。 

 介護職員も看護師も、結局、対人サービスのあり方やサービスメニューの項目、そこに

おける安全性確保、更には効率化議論で云えば、常勤換算のあり方等は、必ず議論になっ

てくるわけです。 

 人間の作業を補助するロボットの実験が多く行われていくとき、生産性の向上とか効率

を上げていくということ、そして対人サービスの中のどの部分の業務や作業だったら代替

可能なのかのガイドラインは作らなければならないのだろうと思います。 

 実験をやる以上、常勤換算のあり方、目標とする代替率、対人サービスのメニューの中

のどの部分を対象にするのかということを早急にこれから決めていかなければならないと

思います。 
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 例えば、３対１を４対１にするとか、3.5対１という目標を決めて実験をしていくという

のはきっと無駄ではないのではないかと思います。 

 これは意見になります。 

○八田座長 先ほど原さんが言われたことですけれども、入居者の数が３ということが最

低限だという基準をつくられたときに、これのベースになった調査があるのではないかと

思うのです。もしそれを示していただければと思います。 

○佐藤課長 わかりました。今、手元にはないものですから、考え方をあれしてきます。 

○八田座長 どうぞ。 

○原委員 一言だけ補足をすると、これは参酌基準にして市で全て決めますということだ

けが出口ではないと思いますので、特区でやる場合には、例えば、区域会議で国も入って

一緒に決めるであるとか、いろいろなルールの定め方の余地があり得ると思いますので、

先ほど阿曽沼先生が言われたような形での実験はそういう形でやれるといいのかなと思い

ます。 

 また御相談させていただきます。ありがとうございます。 

○佐藤課長 わかりました。ありがとうございます。 

○八田座長 ありがとうございました。 


